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資 料 １



2出所：内閣官房「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2017改訂）（概要）」



3出所：内閣官房「まち・ひと・しごと創生基本方針2018（概要）」



4出所：内閣官房「まち・ひと・しごと創生基本方針2018（概要）」



5出所：内閣官房「まち・ひと・しごと創生基本方針2018（概要）」
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圏域別の転入超過数の推移（男女別、昭和60~平成26年）

出所 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より内閣官房まちひとしごと創成本部事務局作成。
注： １，日本人移動者の値。２，県域の分類は次の通り 東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

名古屋圏：埼玉県、愛知県、三重県 三大都市圏以外：東京圏、名古屋圏及び大阪圏に含まれない道県
7



-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250
10

-1
4歳

15
-1

9歳

20
-2

4歳

25
-2

9歳

30
-3

4歳

35
-3

9歳

男性

1980→1985 1985→1990
1990→1995 1995→2000
2000→2005 2005→2010
2010→2015

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

250

10
-1

4歳

15
-1

9歳

20
-2

4歳

25
-2

9歳

30
-3

4歳

35
-3

9歳

女性

1980→1985 1985→1990
1990→1995 1995→2000
2000→2005 2005→2010
2010→2015

（単位：千人）

東京都の年齢階級別人口増減 （コーホートによる比較）

（単位：千人）

出所：内閣官房まちひとしごと創生本部事務局において、各年の国勢調査（総務省）の年齢不詳按分後の総人口データを用いて作成。 8



0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

-5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

19
63

19
65

19
67

19
69

19
71

19
73

19
75

19
77

19
79

19
81

19
83

19
85

19
87

19
89

19
91

19
93

19
95

19
97

19
99

20
01

20
03

20
05

20
07

20
09

20
11

20
13

20
15

20
17

（万）

東京圏への転入超過数

有効求人倍率格差（受理地別）

加重平均

有効求人倍率格差（就業地別）

加重平均

（転入超過数） （有効求人倍率格差）

東京圏への人口移動（転入超過数）と有効求人倍率格差の推移
○ 1980年代後半以降、東京圏への転入超過数と東京圏の相対的な雇用環境の改善には一定の関係がうかが

われる。

高度成長期

第一次石油危機

バブル
バブル崩壊

9

東京圏への
転入超過数

有効求人倍率格差
（受理地別）

有効求人倍率格差
（就業地別）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」における各年の数値、厚生労働省「職業安定業務統計」における各年度の数値を元に内閣官房まち・ひと・しごと創
生本部事務局作成。

（注）ここでいう「有効求人倍率格差」とは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）の各都県における有効求人数合計を有効求職者数合計で割った
有効求人倍率(加重平均)を、東京圏以外の地域の各道府県における有効求人数合計を有効求職者数合計で割った有効求人倍率(加重平均)で割ったもの。
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1960年

産業別構成比の推移（全国）

農林水産業 鉱業
建設業 製造業
電気・ガス・水道・廃棄物処理業 卸売・小売業
金融・保険業 不動産業
運輸・郵便業 情報通信業
宿泊・飲食サービス業、専門・科学技術、業務支援サービス業、その他のサービス 公務、保健衛生・社会事業
教育

○ サービス産業化が進展するなど産業構造が変化

（出典）内閣府「国民経済計算」より総務省作成
（注）１．1960年は68SNA（昭和55年基準）、1980、1990年は93SNA（平成12年基準）、2000年、2010年、2016年は2008SNA（平成23年基準）における暦年値

２．基準の改定に伴い経済活動別分類の変更が行われている（特に2008SNAにおいてサービス業が細分化されている）
93SNA→2008SNA：「運輸・通信業」→「運輸・郵便業」、「情報通信業」 「卸売・小売業」→「卸売・小売業」、「宿泊・飲食サービス業」

「サービス業」→「宿泊・飲食サービス業」、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「教育」、「保健衛生・社会事業」、「その他のサービス」 等
従って単純な比較はできないものの、2008SNAのグラフ作成においては「宿泊・飲食サービス業」、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「その他のサービス」を一つの分類としている。（ただし、 「教育」、「保健衛生・社会事業」は除く。 ）

３．「不動産業」には、持ち家の帰属家賃が含まれている。

国内総生産の産業別構成比の推移
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地域ごとの就業や所得の状況

出所：内閣官房 第5回「地域の未来ＷＧ」資料 12



東京圏に集中する第３次産業

13出所：平成２６年５月３０日第８回新たな「国土のグランドデザイン」構築に関する有識者懇談会（国土交通省）



産業構造・経済のグローバル化が地域雇用に与える影響

（１）産業構造の転換

農林水産業； 相対的に地方が有利

製造業； 消費地と生産地が分離可能

サービス・小売業； 生産と消費の同時性

集積のメリット 人口集中地域での立地が重要

ネットを使った業種がどこまで地方の雇用を創り出すか

（２）グローバル化の進展

大規模生産工場の海外移転

（３）財政支出の削減

公共事業費の削減

社会保障給付の削減；

高齢人口の減少 医療・福祉による雇用創出の限界

公務員・関連団体の縮小 14



都市圏別事業所数の増減（1986年から2012年）

15

出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財務省財務総合政策研
究所、平成29年第2号（通巻第131号）、2017年6月
総務省「事業所・企業統計調査」、総務省・経済産業省「平成24年経済センサス－活動調査」再編加工
注：産業分類は、2002年3月改訂のものに従っている。1986年と2012年の産業分類については、産業分類を小分類レベ
ルで共通分類にくくり直した。また、サービス業には、「飲食店，宿泊業」、「教育，学習支援業」、「複合サービス事業(郵
便局は除く)」、「サービス業(他に分類されないもの)」が含まれている。

２，東京圏：埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県、名古屋圏：岐阜県・愛知県・三重県、大阪圏：京都府・大阪府・兵庫県・
奈良県、地方圏：東京圏・名古屋圏・大阪圏以外



年齢別創業者比率（全国、男女計）
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男女計・年齢計 0.139％
男性・年齢計 0.220％
女性・年齢計 0.064％

出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財務省財務総合政策研究所、平成29年
第2号（通巻第131号）、2017年6月
総務省「就業構造基本調査」（2012年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2013年3月推計）」
注：「創業者比率」とは人口に対する１年あたりの起業家数の比率である。



廃業予定年の構成比（経営者の年齢別）

17
出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財
務省財務総合政策研究所、平成29年第2号（通巻第131号）、2017年6月



経営者の年齢構成

18
出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財
務省財務総合政策研究所、平成29年第2号（通巻第131号）、2017年6月



経営者の年齢構成の推移

19

0

5

10

15

20

25

19

歳
以
下

20

～24

歳

25

～29

歳

30

～34

歳
35

～39
歳

40
～44

歳

45

～49

歳

50

～54

歳

55

～59

歳

60

～64

歳

65

～69

歳

70

～74

歳

75

～79

歳

80

歳
以
上

2004年

(n=1,198,841)

2014年

(n=1,231,482)

（％）

出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財
務省財務総合政策研究所、平成29年第2号（通巻第131号）、2017年6月



企業数と生産年齢人口の推移
（2010年=100）
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企業数の変化（15年末→40年末）とその内訳
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企業数の変化（15年末→40年末）とその内訳

出所：村上義昭、児玉直美、樋口美雄「地域別企業数の将来推計」『フィナンシャル・レビュー』財務省財務総合政策
研究所、平成29年第2号（通巻第131号）、2017年6月を元に朝日新聞社作成。朝日新聞2018年7月15日朝刊掲載



まち・ひと・しごと創生基本方針2018 （抜粋）

Ⅳ．地方創生に向けた多様な支援（地方創生版・三本の矢）

「わくわく地方生活実現政策パッケージ」をはじめ、地方創生の
取組を推進するに当たっては、以下のとおり、情報支援、人材支援、
財政支援の地方創生版・三本の矢で地方公共団体を強力に支援する。

３．財政支援（抄）

都市も地方も支え合い、連携を強めることが求められる。ま
た、各地方において、いきいきとした生活が営まれることは、都市
が将来にわたり持続可能な形で発展していくためにも不可欠であ
る。このため、地方法人課税における税源の偏在を是正する新たな
措置について検討し、平成31年度税制改正において結論を得る。

（平成30年6月15日閣議決定）

出所：内閣官房「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」より抜粋 23
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ご静聴 ありがとうございました
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